













































































は、現住建造物等放火 933 人、傷害致死 848 人、覚せい剤取締法違反 800 人、( 準 ) 強
姦致死傷 724 人、( 準 ) 強制わいせつ致死傷 696 人、強盗強姦 415 人、強盗致死 ( 強盗
殺人 )250 人、偽造通貨行使 187 人、危険運転致死 138 人、通貨偽造 97 人、集団 ( 準 )
強姦致死傷 70 人、銃砲刀剣類所持等取締法違反 56 人、逮捕監禁致死 53 人、保護責任
者遺棄致死 47 人、組織的犯罪処罰法違反 46 人、爆発物取締罰則違反 14 人、麻薬特例
法違反 14 人、麻薬及び向精神薬取締法違反 9人、身代金拐取 6人、拐取者身代金取得
等 2人、その他 27 人である。
5	 裁判員候補者に選定されても、一定の事由がある場合には、辞退が認められる ( 裁判員
法 16 条、同法に規定するやむを得ない事由を定める政令＜平成 20 年政令第 3号＞）。
なお、裁判員の選任については、同法 13 条以下参照。
6	 最高裁判所のホームページによると、1事件ごとに、平均約 92 人が裁判員候補者に選
ばれ、うち 60.2％が辞退を認められ、事前に辞退が認められた者を除き 76.5％に当た
る約 29 人が選任手続に出席し、この中から裁判員と補充裁判員が選ばれている。裁判
員又は補充裁判員になる確率は、平成 26 年の場合、1年間で約 1万 0800 人に 1人であ





累計 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27～7月末
ａ 裁判員候補者名簿記載者数 1,970,906 295,036 344,900 315,946 285,530 259,200 236,500 233,800











231,110 5,415 48,422 44,150 41,526 38,527 32,833 20,237
ｅ 出席率（％）　（ｄ／ｂ） 31.0 40.3 38.3 33.5 30.6 28.5 26.7
25.4





452,099 7,134 66,977 77,909 83,426 85,615 79,288 51,750
h 辞退率（％）　（ｇ／ｂ） 60.7 53.1 53.0 59.1 61.6 63.3 64.4 64.8
i 選任された裁判員の数 45,950 838 8,673 8,815 8,633 7,937 6,938 4,116








7	 この意識調査は、全国の市区町村に居住する満 20 歳以上の者から層化 2段無作為抽出
法によって抽出された 2000 人を対象に、調査員による個別面接聴取の方法によってい





















26 年度 2,011 3.6 8.7 46.5 40.5 0.6
25 年度 2,014 4.9 9.1 40.6 44.6 0.8
24 年度 2,005 4.7 10.2 41.9 41.9 1.1
23 年度 2,000 3.8 10.7 42.3 41.1 2.3
22 年度 2,025 4.6 10.4 42.6	 41.4 1.0








































10	大正 12(1923) 年に陪審法（同年法律第 50 号）が制定され、陪審裁判が行われていたが、
戦時下の昭和 18(1943) 年に陪審法が停止され (同年法律第 88号 )、以後復活しないまま、
裁判員法が制定され、裁判員制度が導入された。現行の裁判所法 3条 3 項は、刑事に
ついて陪審制度を設けることを妨げないとしている。裁判員制度の合憲性については、





裁判―」修道法学 29 巻 2 号、＜資料＞「我が国で行われた陪審裁判の実像―広島・大
阪控訴院管内における陪審公判を中心とする昭和初期の資料に基づく実証的検証―」

















12	最高裁判所が毎年 1月から 12 月までに全国 60 の裁判員裁判実施庁に提出された裁判
員、補充裁判員経験者に対するアンケートの結果を取りまとめたもので、最新版（平












（「経験者アンケート」＜平成 26 年度＞10 頁＞）  


















































































（「経験者アンケート」＜平成 26 年度＞10 頁＞）  













































































判の迅速化に係る検証に関する報告書」が公表されている。この最新版（平成 27 年 7
月公表）112 頁以下や、最高裁判所「裁判所データブック 2015」77 頁によると、長期
未済事件の実人員は、ここ 50 年の間では、昭和 48 年の 5030 人をピークに、裁判員裁
判が開始される前年の平成 20 年では 51 人にまで減っている。その後は、平成 21 年 31
































判決人員 7,983 142 1,506 1,525 1,500 1,387 1,202 721
平均審理期間（月） 8.7 5.0 8.3 8.9 9.3 8.9 8.7 8.9
平均実審理期間（日） 7.0 3.7 4.9 6.2 7.4 8.1 8.2 9.0
平均開廷回数（回） 4.3 3.3 3.8 4.1 4.5 4.5 4.5 4.6
公判前整理手続期間の
平均（月） 6.5 2.8 5.4 6.4 7.0 6.9 6.8 7.2
公判前整理手続以外の
期間の平均（月） 2.2 2.2 2.9 2.5 2.3 2.0 1.9 1.7
自
白
判決人員 4,528 114 970 885 806 725 644 384
平均審理期間（月） 7.2 4.8 7.4 7.3 7.2 7.1 7.0 7.3
平均実審理期間（日） 5.0 3.5 4.0 4.5 5.0 5.8 6.0 6.0
平均開廷回数（回） 3.6 3.2 3.5 3.6 3.7 3.8 3.8 3.8
公判前整理手続期間の
平均（月） 5.1 2.8 4.6 5.0 5.2 5.4 5.4 5.7
公判前整理手続以外の
期間の平均（月） 2.1 2.0 2.8 2.3 2.0 1.7 1.6 1.6
否
認
判決人員 3,455 28 536 640 694 662 558 337
平均審理期間（月） 10.8 5.6 9.8 10.9 11.7 10.9 10.6 10.8
平均実審理期間（日） 9.6 4.7 6.6 8.5 10.1 10.5 10.8 12.4
平均開廷回数（回） 5.1 3.7 4.4 4.9 5.5 5.4 5.3 5.4
公判前整理手続期間の
平均（月） 8.3 3.1 6.8 8.3 9.1 8.5 8.5 8.7
公判前整理手続以外の


















































































総数 8,143 7,932 25 157 182 1,222 3,193 1,356 499 1,292 688 46 5 2,849 35.7
殺人 1,813 1,773 10 51 72 507 475 198 104 356 145 11 1 614 34.4
強盗致傷 1,799 1,744 － － 5 134 886 441 75 203 135 3 3 627 35.9
傷害致死 804 790 － － 4 68 399 161 61 97 20 8 1 300 37.5
現住建造
物等放火




723 693 － — — 127 533 22 8 3 2 18 － 355 49.9
( 準 ) 強
姦致死傷
516 494 － — 25 101 254 80 15 19 12 － － 210 42.5
( 準 ) 強
制猥褻致
死傷
482 476 － — — 13 74 116 86 187 130 － — 99 20.8
強盗強姦 219 205 － 6 40 89 65 4 1 － － － － 86 42.0
麻薬特例
法違反
217 217 － — — 26 152 36 3 － － － － 87 40.1
強 盗 致
死・殺人
216 210 15 96 27 56 16 － — — — 2 － 136 64.2
通貨偽造
行使
120 120 － — — — 2 28 17 73 25 － — 15 12.5
18	ちなみに、最高裁判所事務総局・司法統計年表により平成 17 年～ 26 年の各年の数値









119 119 － — 2 15 74 15 11 2 1 － － 44 37.0
逮捕監禁
致死










119 119 － — 2 15 74 15 11 2 1 － － 44 37.0
逮捕監禁
致死 
52 52 － — — 5 20 12 4 11 2 － － 20 38.5
 
 また、裁判員裁判では、執行猶予に保護観察が付される事例が多く、その割合を
見ると、裁判官裁判(平成 20 年 4 月～24 年 3 月)では 35.8％である20のに対し、裁判
員裁判(制度施行～平成 27 年 7 月末)では 53.3％と高くなっている。更生と再犯防止
への配慮と見ることができる。 








                                                





119 119 － — 2 15 74 15 11 2 1 － － 44 37.0
逮捕監禁
致死 
52 52 － — — 5 20 12 4 11 2 － － 20 38.5
 
 また、裁判員裁判では、執行猶予に保護観察が付される事例が多く、そ 割合を
見ると、裁判官裁判(平成 20 年 4 月～24 年 3 月)では 35.8％である20のに対し、裁判
員裁判(制度施行～平成 27 年 7 月末)では 53.3％と高くなっている。更生と再犯防止
への配慮と見ることができる。 








                                                




119 119 － — 2 15 74 15 11 2 1 － － 44 37.0
逮捕監禁
致死 
52 52 － — — 5 20 12 4 11 2 － － 20 38.5
 
 また、裁判員裁判では、執行猶予に保護観察が付される事例が多く、その割合を
見ると、裁判官裁判(平成 20 年 4 月～24 年 3 月)では 35.8％である20のに対し、裁判
員裁判(制度施行～平成 27 年 7 月末)では 53.3％と高くなっている。更生と再犯防止
への配慮と見ることができる。 
    







                                                
























































総数 裁判官裁判 2,281 2 0.1 45 2.0	 2,234	 97.9裁判員裁判 2.532 22 0.9 126 5.0 2,384 94.2
殺人既遂 裁判官裁判 435 1 0.2 12 2.8 422 94.2裁判員裁判 399 4 1.0 22 5.5 373 93.5
殺人未遂 裁判官裁判 233 1 0.4 3 1.3 229 98.3裁判員裁判 235 4 1.7 10 4.3 221 94.0
傷害致死 裁判官裁判 269 － － 7 2.6 262 97.4裁判員裁判 384 4 1.4 17 6.0 263 92.6
(準)強姦致傷 裁判官裁判 189 － －　 8 4.2 181 95.8裁判員裁判 203 5 2.5 26 12.8 172 84.7
(準)強制猥褻致
傷
裁判官裁判 78 － － 2 2.6 76 97.4
裁判員裁判 122 2 1.6 10 8.2 110 90.2
強盗致傷
裁判官裁判 717 － － 10 1.4 707 98.6
裁判員裁判 770 2 0.3 22 2.9 746 96.9
現住建造物等
放火
裁判官裁判 190 － － 2 1.1 188	 98.9
裁判員裁判 195 － — 16 8.2 179 91.8
覚せい剤取締
法違反
裁判官裁判 170 － — 1 0.6 169 99.4









有罪・無罪(A) 家裁移送 控訴人員(B) 控訴率(Ｂ／Ａ)(％ )
全事件 裁判官裁判 7,287 5 2,498 34.3裁判員裁判 8,014 7 2,863 35.7
殺人 裁判官裁判 1,793 － 635 35.4裁判員裁判 1,791 1 615 34.3
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強盗致傷 裁判官裁判 1,823 2 635 34.7裁判員裁判 1,752 3 631 36.0
傷害致死 裁判官裁判 578 2 188 32.5裁判員裁判 801 1 302 37.7
現住建造物等放
火
裁判官裁判 742 － 130 17.5
裁判員裁判 729 － 146 20.0
覚せい剤取締法
違反
裁判官裁判 176 － 109 61.9
裁判員裁判 713 － 355 49.8
(準)強姦致死傷 裁判官裁判 563 － 185 32.9裁判員裁判 498 － 212 42.6
(準)強制わいせつ
致死傷
裁判官裁判 378 － 79 20.9
裁判員裁判 479 － 100 20.9
麻薬特例法違反 裁判官裁判 280 － 116 41.4裁判員裁判 219 － 87 39.7
強盗致死
（強盗殺人）
裁判官裁判 253 1 176 69.6
裁判員裁判 213 － 137 64.3
強盗強姦 裁判官裁判 201 － 92 45.8裁判員裁判 205 － 86 42.0
危険運転致死 裁判官裁判 128 － 32 25.0裁判員裁判 121 － 45 37.2
通貨偽造行使 裁判官裁判 112 － 25 22.3裁判員裁判 121 － 15 12.4
逮捕監禁致死 裁判官裁判 31 － 8 25.8裁判員裁判 52 － 20 38.5
集団(準)強姦致
死傷
裁判官裁判 51 － 19 37.3
裁判員裁判 50 2 25 50.0
保護責任者
遺棄致死
裁判官裁判 30 － 7 23.3





























人員人員 ％ 人員 ％ 人員 ％ 人員 ％
裁判官裁判 2,455 431 17.6 63 2.6 2 4 129 5.3 207 8.4












































総数 967 43 736 4 — 4 190 775 9 640 － 3 2 119
控訴棄却 820 38 613	 2 — 3 164 728 9 605 － 3 2 109
破棄自判 143 5 110 － － 1 25 43 － 33 － － － 10
破棄差戻
・移送
4 ― 3 1 － － － 4 － 2 2 － － －
















法律の成立」立法と調査（参議院事務局企画調整室）368 号 20 頁以下参照）。	
23	裁判員の参加する刑事裁判に関する法律の一部を改正する法律 ( 平成 27 年 6月 12 日法

























問題があった (11.5％ )、供述調書の朗読が分かりにくかった (11.1％ )、説明が詳しすぎ
た (9.1％ )、話す内容が分かりにくかった (5.8％ ) が挙げられており、弁護人の訴訟活動
については、証人・被告人に対する質問の意図・内容が分かりにくかった (30.5％ )、話
し方に問題があった (28.3％ )、話す内容が分かりにくかった (21.3％ )、説明が詳しすぎ














全体 6,730 90.9 8.3 0.3 0.6
自白事件 3,672 91.3 7.8 0.2 0.6




全体 6,730 67.1 27.7 4.7 0.5
自白事件 3,672 69.6 25.8 4.1 0.4




全体 6,730 35.7 45.8 17.8 0.8
自白事件 3,672 43.1 44.2 12.1 0.7












た」とする割合が増えている (「経験者アンケート」平成 26 年度 9頁）。	
28	裁判員裁判では、原則として事実認定に関する審理を先行させ、その後に情状に関す
る証拠調べをする工夫がされているが ( 刑訴規則 198 条の 3参照 )、認定される事実自











































































































































































































































































                                                






いように留意する必要がある（酒巻匡「裁判員制度と刑事司法の将来」法の支配 177 号 50 頁以下
＜2015－4＞も、「先祖帰りにならないように」と、この点の問題を指摘している。）。  




































32	「実施状況の検証報告書」98 頁以下・図表 63、64 参照。	
33	このような事態を避けるためでもあろうか、裁判員裁判を想定した起訴前の精神鑑定































11 月 4 日付け読売新聞の社説も、裁判員が「証拠を直視すべき時もある」ことを指摘
している。
37	利用件数につき、「実施状況の検証報告書」119 頁・図表 84 参照。
38	前記Ⅱ 3で述べたように、意識調査では参加に支障となる事情として、「裁判員の職務
を通じて知った秘密を守り通せるか自信がない」は 33.1％となっている。なお、裁判



























39	「実施状況の検証報告書」121 頁以下の図表 87 には、裁判員経験者の意見交換会におけ
る感想（制度施行～平成 24 年 5 月末）が掲載されている。
40	前掲 ( 注 21) 司法研究 61 輯 2 号 7 頁以下参照。
41	最判平成 24・2・13 刑集 66 巻 4 号 482 頁のほか、最決平成 25・4・16 刑集 67 巻 4 号
549 頁、最決平成 25・10・21 刑集 67 巻 7 号 755 頁、最決平成 26・7・8 裁判集刑事
314 号 99 頁 ( 判例時報 2237 号 141 頁、判例タイムズ 1407 号 75 頁 )、最判平成 26・3・



























42	前掲 ( 注 41) 平成 24 年最高裁判所判決の判例解説 ( 上岡哲生 )・法曹時報 67 巻 2 号 323
頁参照。	
43	この点については、井田良、大島隆明ほか・裁判員裁判における量刑評議の在り方 ( 司
法研究報告書 63 輯 3号 ) に詳しく検討されている。なお、原田國男・量刑判断の実際〔増
補版〕345 頁以下参照。






















45	刑訴法 316 条の 33 以下。被害者等の裁判員裁判手続への参加については、量刑判断へ
の影響にも配慮した運用の在り方が検討されなければならない。	
46	前掲 ( 注 43) 司法研究 63 輯 3 号 57 頁以下参照。
47	この事案の被告人には、妻を刺殺した上幼少の子を殺害しようとして自宅に放火して








48	平成 15 年～ 24 年の最近 10 年間では、死刑が言い渡された人員は、殺人、強盗致死 ･
殺人で 98 人であり（法務省法務総合研究所・平成 25 年版犯罪白書 44 頁）、裁判員裁





























































50	前掲 ( 注 21) 司法研究 61 輯 2 号 92 頁以下、前掲 ( 注 21) 拙稿「上訴審の在り方」78 頁
以下及び引用の文献、拙稿「裁判員制度と刑事裁判についての若干の覚書」小林充先生・
佐藤文哉先生古稀祝賀刑事裁判論集下巻 727 頁以下参照。
51	裁判員裁判事件とその他の事件の審理裁判について、いわゆるダブルスタンダード論
がある。裁判員裁判を円滑に動かしていくために、特段の配慮が必要であることは理
解できるが、既に安定軌道に乗ってきている現状からすれば、両者の運用の仕方の乖
離を解消させ、可能な限り裁判員裁判仕様によっていくことが、裁判員制度導入の趣
旨にそうものと言えよう。
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筆の機会を与えていただいた学習院大学法務研究所と、裁判員裁判に関する
統計資料等を提供していただいた最高裁判所事務総局刑事局に対し心から感
謝申し上げる。
（平成27年10月）
